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地方自治法第243条の３第１項と霧島市「財政事情」の作成及び

公表に関する条例第２条の規定に基づき、本市の平成26年度の決算

状況と平成27年度上半期の財政状況を公表します。

また、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（健全化法）の規

定により、平成26年度決算に基づく、地方公共団体の財政健全化を

判断するための指標と公営企業ごとの経営状況を明らかにする指標

を併せてお知らせします。

霧島市の平成26年度の決算がまとまりました。税金  や国・県からの支出金などをどのくらい収入し、どのように使われたのか、
平成27年度上半期（平成27年4月1日～ 9月30日）の  財政状況と併せてお知らせします。

霧島市の財政 事情をお知らせします

【用語説明】 【用語説明】

平成26年度決算額 構成比
地 方 交 付 税 164億9,309万円 26.4％ 
市 税 154億7,625万円 24.8％ 
国 庫 支 出 金 83億1,346万円 13.3％ 
県 支 出 金 57億8,399万円 9.3％ 
市 債 53億7,890万円 8.6％ 
繰 越 金 29億1,820万円 4.7％ 
財 産 収 入 16億1,041万円 2.6％ 
使用料及び手数料 15億3,742万円 2.5％ 
繰 入 金 13億9,086万円 2.2％ 
地方消費税交付金 13億7,125万円 2.2％ 
分担金及び負担金 6億7,162万円 1.1％ 
地 方 譲 与 税 6億5,267万円 1.0％ 
そ の 他 8億8,325万円 1.3％ 

計 624億8,137万円 100.0％

地方交付税	 �地方公共団体が等しく行政サービスを提
供することができるよう、一定の基準によ
り国が配分する税金。

市　税	 �市民税や固定資産税など市に納められた
税金。

国庫支出金	 �市が行う特定の事業に対して、国から交付
された給付金。

県支出金	 �市が行う特定の事業に対して、県から交付
された給付金。

市　債	 �市が行う公共事業などの財源として、財政
負担の平準化および世代間の負担の公平
などを図るため、国などから借りた金銭。

繰越金	 �前年度から繰り越された金銭。
使用料及び手数料	 �公営住宅の家賃や住民票などの証明書の

発行のために納められた金銭。
繰入金	 �基金（市の貯金）や特別会計などから繰り

入れられた金銭。
地方消費税交付金	 �地方消費税の一部を、人口などにより按

あん

分
ぶん

されて国から交付された税金。
分担金及び負担金	 �保育所の保育料や公共事業によって利益

を受ける人などから納められた金銭。
その他	 �財産収入、寄附金として納められた金銭など。

民生費	 �高齢者や障がい者、児童の福祉推進など
に使われた費用。

総務費	 �総務人事管理、財産管理、企画調整、地域
振興、税務事務などに使われた費用。

公債費	 �これまでの公共事業などの財源として借り
入れたお金の返済に使われた費用。

土木費	 �道路や公園、公営住宅などの整備に使わ
れた費用。

教育費	 �公立学校の管理運営や施設整備、生涯学
習の推進などに使われた費用。

農林水産業費	 �農業、林業、畜産業、水産業などの振興に
使われた費用。

衛生費	 �ごみ、し尿の処理や健康増進事業などに
使われた費用。

消防費	 �消防署や消防団の運営など、消防活動や
救急活動に使われた費用。

商工費	 �商業や観光の振興および企業誘致などに
使われた費用。

その他	 �議会費、労働費、災害復旧費および公営企
業会計への諸支出金に使われた費用。

平成26年度決算額 構成比
民 生 費 192億9,165万円 32.0％ 
総 務 費 96億7,292万円 16.1％
公 債 費 87億4,140万円 14.5％ 
土 木 費 58億6,922万円 9.8％ 
教 育 費 52億 925万円 8.7％ 
農 林 水 産 業 費 41億9,146万円 7.0％ 
衛 生 費 36億3,252万円 6.0％ 
消 防 費 20億6,264万円 3.4％ 
商 工 費 6億9,677万円 1.2％ 
そ の 他 8億6,509万円 1.3％ 

計 602億3,292万円 100.0％
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